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１．四半期財務情報の作成等に係る事項

①　会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無　　　：　有

（内容）法人税等の計上基準は、法定実効税率をベースとした年間予測税率により計算しております。

②　最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無　：　有

（内容）当第１四半期より事業の種類別セグメント情報の事業区分を変更しております。

③　連結及び持分法の適用範囲の異動の有無　　　　　　　：　有

（内容）連　結　　（新規）４社

２．平成19年３月期第３四半期財務・業績の概況（平成18年４月１日～平成18年12月31日）

(1）経営成績（連結）の進捗状況 （注）記載金額は百万円未満を切捨てております。

売上高 営業利益 経常利益 四半期（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年３月期第３四半期 12,044 0.2 679 △22.2 634 △26.4 354 △29.8

18年３月期第３四半期 12,014 48.1 873 143.1 862 114.1 504 58.4

（参考）18年３月期 15,997  1,054  1,006  509  

１株当たり四半期
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益

円 銭 円 銭

19年３月期第３四半期 967 01 967 　　　 00

18年３月期第３四半期 1,376 18 1,365 33

（参考）18年３月期 1,346 70 1,337 16

(注)①期中平均株式数(連結)19年３月期第３四半期 366,362株 18年３月期第３四半期 366,734株 18年３月期 367,049株

　　②売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率であります。

(2）財政状態（連結）の変動状況  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年３月期第３四半期 23,629 15,751 65.8 42,591 33

18年３月期第３四半期 25,710 17,502 68.1 47,558 93

（参考）18年３月期 24,034 16,662 69.3 45,236 57

(注)期末発行済株式数(連結) 19年３月期第３四半期 365,076株 18年３月期第３四半期 368,017株 18年３月期 368,001株

【参考】平成19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり予想当
期純利益（参考）

 百万円 百万円 百万円 円 銭

通期 17,000 700 550 1,512 88

［業績予想に関する定性的情報等］

　平成18年５月11日発表の連結業績予想の数値を現時点で修正しておりません。

　なお、上記予想に関する事項は４ページをご参照ください。

※上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでお

ります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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１．経営成績及び財政状態

(1）当第３四半期の業績全般概況

当第３四半期の日本経済は、好調な企業収益が、設備投資の増加、雇用情勢の改善等に波及し、着実な景気回復

基調を持続いたしました。　

　一方、出版業界におきましては、社団法人全国出版協会・出版科学研究所の調査によると、書籍販売は一部のヒッ

ト商品の影響もあり増加傾向にありますが、雑誌販売状況の低迷傾向が続き、全体の推定販売金額は前年同期比2.5%

の減少となるなど依然厳しい状況が続いております。

　また、インターネットのブロードバンド化は順調に進展し、「Web2.0」といった概念に代表される消費者参加型

のメディア、ネットワークサービスも拡大し、利用者数及び利用目的の幅も広がってきております。

このような状況の中、当社グループは、当期を中長期的な事業成長のための投資の年度と位置付け、メディア事

業におけるクロスメディア化及び新規サービス開発、事業推進のための人材確保等に積極的な投資を行う方針で

す。

　当第３四半期の連結業績につきましては、前期比若干の増収となりましたが、人員増等による費用の支出が増加

したことにより、売上高は前年同期（12,014百万円）比0.2％増の12,044百万円、営業利益は前年同期（873百万円）

比22.2％減の679百万円、経常利益は前年同期（862百万円）比26.4％減の634百万円、四半期純利益は前年同期

（504百万円）比29.8％減の354百万円となりました。なお、投資有価証券評価損等により39百万円の特別損失を計

上し、保有株式の売却等により154百万円の特別利益を計上しております。

(2）当第３四半期の事業セグメントの状況

1）IT

　■メディア事業

　デジタルメディアにつきましては、主力のデジタル総合ニュースサービス「Impress Watch」（http://

www.watch.impress.co.jp/）をはじめ、専門映像メディア「impress TV」（http://impress.tv/）、企業システ

ム選択ポータル「ThinkIT」（http://www.thinkit.co.jp/）においてコンテンツの充実を図り、アクセスが順調

に伸張、広告収入等の増加により、売上高は前年同期（923百万円）比13.1％増の1,044百万円となりました。

　一方、出版メディアにつきましては、インターネット、出版、セミナー等を組み合わせたクロスメディア展開

を積極的に推進しております。当第３四半期につきましては、年末の大型季節商品である年賀状関連ムックの出

荷高は前年同期と比べて若干増加し、パソコン解説書「できるシリーズ」を中心に引続き既刊書籍の販売が好調

に推移しましたが、クロスメディア化の構造転換に伴う月刊誌「インターネットマガジン」の休刊等による広告

収入の減少及び企業向けOEM製品の受注の減少等が影響し、売上高は前年同期（3,383百万円）比5.7％減の3,189

百万円となりました。

　これらの結果、メディア事業の売上高は、出版メディアの減収をデジタルメディアの増収で補えず、前年同期

（4,307百万円）比1.7%減の4,234百万円となりました。

　■サービス事業

　ITセグメントの同事業は、PCソフト及びソフトウェアのライセンス販売等のECと企業からの受託によるシステ

ムインテグレーション(SI)が中心となります。ECにつきましては、一般顧客向けのPCパッケージソフトの販売が

減少となりましたが、企業向けを中心としたソフトウェアライセンスの販売及び手数料収入等の増加で補い、増

収となりました。SIにつきましては受注が順調に拡大しており、大幅な増収となりました。

　また、昨年の10月に「Impress Watch」の読者を中心としたITエンジニアの転職支援サービスを開始するなど

サービスの充実に努めております。

　これらの結果、サービス事業の売上高は、前年同期（614百万円）比25.5%増の771百万円となりました。

　以上により、「IT」の売上高は、前年同期（4,921百万円）比1.7％増の5,005百万円となりました。営業利益で

は、人員増による固定費の増加等により、前年同期（523百万円）比53.6％減の242百万円の営業利益となりまし

た。

2）音楽

　■メディア事業

　音楽セグメントの同事業は、出版メディアが中心となっております。当第３四半期につきましては、新規分野

として注力しているダンス/ファッション分野の月刊誌への広告収入が大幅に増加するとともに、「アコースティッ

クギターマガジン」、楽器教則及びダイエット関連ムック等の販売が堅調に推移いたしましたが、前年同期に好

調であったダンス関連のDVD等映像製品の販売が新製品投入の遅れ等の影響で減少いたしました。一方、デジタル

メディアでは、楽器購入者向けの購買支援サイト「楽器探そう！デジマート」（http://www.digimart.net/）の

アクセスが好調に推移し、広告収入が増加しております。また、出版メディアでは、既存隣接分野での新規顧客

の獲得を図り、「サックス＆ブラス・マガジン」「パーカッション・マガジン」を創刊しております。
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　以上により、「音楽」の売上高は、前年同期（2,423百万円）比0.3%増の2,430百万円となりました。営業利益

では、人員増による固定費の増加等の影響により、前年同期（279百万円）比6.3%減の261百万円となりました。

3）デザイン

　■メディア事業

　デザインセグメントの同事業は、出版メディアが中心となっております。当第３四半期につきましては、雑誌

及びムックの広告収入は増加いたしましたが、主力のデザイン関連月刊誌の販売効率の悪化及び前年同期に大き

なヒットとなったデザイナー向けムックの販売一巡により販売売上が減少いたしました。また、新たなクロスメ

ディア展開といたしまして、昨年の６月にデザイナーのための総合情報サイト「MdN Interactive」（http://

www.mdn.co.jp/）を開始しております。

　これらの結果、メディア事業の売上高は、前年同期（1,013百万円）比3.5％減の977百万円となりました。

　■サービス事業

　デザインセグメントの同事業は、企業からのWeb及びデジタルメディアを活用したコンテンツの受託制作、セー

ルスプロモーションツールの制作等が中心となっております。当第３四半期につきましては、Web制作等の企業か

らの受託制作売上は減少いたしましたが、クリエイターのコーディネイト収入及び広告の代理店収入が増加し、

サービス事業の売上高は、前年同期（292百万円）比7.8％増の315百万円となりました。

　以上により、「デザイン」の売上高は、前年同期（1,306百万円）比1.0%減の1,293百万円となりました。営業

利益では、メディア事業の雑誌・ムックの販売効率の悪化による原価率の上昇により、前年同期（166百万円）比

55.1%減の74百万円となりました。

4）医療

　■メディア事業

　医療セグメントの同事業は、出版メディアが中心となっております。当第３四半期につきましては、受託によ

る販促物の制作は減収となりましたが、国際医学新聞「Medical Tribune」への広告収入が前期に引続き好調に推

移し、メディア事業の売上高は、前年同期（2,497百万円）比6.0%増の2,647百万円となりました。

　■サービス事業

　医療セグメントの同事業は、医学学会向けのサービスが中心となっております。当第３四半期につきましては、

医学学会の学会誌編集・制作並びに事務局受託事業が減収となり、サービス事業の売上高は、前年同期（690百万

円）比13.1%減の600百万円となりました。

　以上により、「医療」の売上高は、前年同期（3,187百万円）比1.9%増の3,247百万円となりました。営業利益

では、人員増による固定費の増加を利益率の高い広告収入の増加で補い、前年同期（351百万円）比31.4%増の461

百万円となりました。

5）その他

　その他セグメントにつきましては、メディアプラットフォーム（出版、デジタルコンテンツの販売及び配信に

関るインフラ）の提供による手数料収入が中心になっております。当第３四半期につきましては、グループ内か

らのインフラ使用収入が若干増加いたしましたが、前期にグループ外の他社より仕入販売を行っていた書籍の取

扱がなくなったため、販売収入が減少いたしました。その他、携帯電話へのコミック配信に関する事業開発を行っ

ていましたが、デジタルコミックの制作及び配信プラットホームの運営受託について事業化が進み、サービスを

開始したことにより、順調に利用者数が拡大しております。

　以上により、「その他」の売上高は、前年同期（767百万円）比4.7%減の731百万円、営業損益は前年同期（営

業損失27百万円）に比べ、1百万円損失が増加し、営業損失28百万円となりました。

6）全社

　事業の種類別セグメントに区分できない全社セグメントにつきましては、当社がグループ会社から受取る配当、

情報システム等の経営インフラの使用料をセグメント間取引の売上高として計上し、経営インフラの運営に関る

費用を全社で負担しております。全社セグメントの売上高は、前年同期（800百万円）比2.0％減の784百万円、営

業損益は前年同期（営業損失44百万円）に比べ、49百万円利益が増加し、営業利益5百万円となりました。
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(3）当第３四半期の財政状態

　当第３四半期は、前連結会計年度に比べて総資産が405百万円減少、負債が609百万円増加いたしました。

純資産につきましては、資本金・資本剰余金がそれぞれ25百万円、利益剰余金が280百万円増加しましたが、その他

有価証券評価差額金が1,255百万円減少したことなどにより、23,629百万円となりました。

純資産から少数株主持分及び新株予約権を引いた自己資本は、15,549百万円となり、自己資本比率は65.8%と3.5ポ

イント減少いたしました。

　主な増減は以下のとおりです。

【流動資産】686百万円減少

　株式会社山と溪谷社の子会社化などにより、受取手形及び売掛金が1,520百万円、たな卸資産が677百万円増加し

ましたが、投資有価証券の取得や設備投資などにより現金及び預金が2,397百万円減少したこと及び満期保有目的債

券の償還により有価証券が400百万円減少したことによるものです。

【固定資産】281百万円増加

　投資有価証券が、新規投資による増加と評価の見直しに伴う減少の結果360百万円減少しましたが、土地が67百万

円、基幹システムやデータセンター移行等の設備投資により器具備品が269百万円、ソフトウエアが187百万円増加

したことによるものです。

【流動負債】1,435百万円増加

　株式会社山と溪谷社の子会社化などにより、支払手形及び買掛金が984百万円、返品調整引当金が406百万円増加

したことによるものです。

【固定負債】826百万円減少

　投資有価証券の評価見直しに伴い長期繰延税金負債が865百万円減少したことなどによるものです。

【純資産】

　四半期純利益の計上などにより利益剰余金が280百万円増加したほか、第６回新株予約権の一部行使による資本

金・資本剰余金がそれぞれ25百万円、自己株式の取得により自己株式が188百万円増加しましたが、投資有価証券の

評価の見直しに伴いその他有価証券評価差額金が1,255百万円減少しております。

(4）通期の連結業績見通し

　第３四半期まで概ね予定通りの進捗となりましたが、例年第４四半期（１～３月）は、第３四半期に出荷を行い

ました大型の季節商品である年賀状関連ムックの返品の集中により、利益が圧迫される季節要因のある期間となっ

ています。

　第４四半期（１～３月）につきましては、出版における新刊刊行の遅延及び返品のリスク等はあるものの医療セ

グメントが好調に推移していることから、概ね予定通りに推移する見通しであり、通期の連結及び個別業績予想に

変更はありません。
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２．連結財務諸表等

(1）【四半期連結貸借対照表】

当第３四半期連結会計期間末
（平成18年12月31日）

前第３四半期連結会計期間末
（平成17年12月31日）

対前年
同期比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１．現金及び預金  2,805,367  5,286,760   5,203,355  

２．受取手形及び売
掛金

 5,886,266  4,841,922   4,365,855  

３．有価証券  －  400,332   400,190  

４．たな卸資産  1,570,717  912,525   893,399  

５．繰延税金資産  209,048  121,359   180,102  

６．その他  218,211  279,691   254,808  

７．返品債権特別
勘定

 △78,900  －   －  

貸倒引当金  △43,637  △17,101   △44,340  

流動資産合計  10,567,073 44.7  11,825,490 46.0 △1,258,417  11,253,370 46.8

Ⅱ　固定資産         

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物 125,806  82,225   73,759   

(2）器具備品 433,910  183,064   164,051   

(3）土地 67,970  －   －   

(4）その他 － 627,686 2.7 － 265,289 1.0  237 238,048 1.0

２．無形固定資産         

(1）連結調整
勘定

－  3,702,754   3,654,666   

(2）のれん 3,586,920  －   －   

(3）商標権 786,418  897,442   869,686   

(4）ソフトウェア 456,760  233,287   269,173   

(5）その他 17,603 4,847,702 20.5 14,301 4,847,785 18.9  14,301 4,807,827 20.0

３．投資その他の資
産

        

(1）投資有価証券 6,811,016  8,217,377   7,171,465   

(2）その他 776,353 7,587,370 32.1 554,943 8,772,320 34.1  564,251 7,735,717 32.2

固定資産合計  13,062,758 55.3  13,885,396 54.0 △822,637  12,781,594 53.2

資産合計  23,629,832 100.0  25,710,887 100.0 △2,081,054  24,034,964 100.0
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当第３四半期連結会計期間末
（平成18年12月31日）

前第３四半期連結会計期間末
（平成17年12月31日）

対前年
同期比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１．支払手形及び買
掛金

 2,793,701  1,928,680   1,809,628  

２．短期借入金  525,240  693,076   338,076  

３．未払金  637,399  405,901   569,286  

４．未払法人税等  159,952  236,357   412,753  

５．賞与引当金  162,274  157,564   121,126  

６．返品調整引当金  609,133  268,367   202,950  

７．新株予約権  －  －   50,000  

８．その他  449,901  481,747   398,119  

流動負債合計  5,337,603 22.6  4,171,694 16.2 1,165,909  3,901,941 16.3

Ⅱ　固定負債         

１．長期借入金  853,243  974,000   971,000  

２．繰延税金負債  1,120,521  2,536,704   1,985,874  

３．退職給付引当金  565,082  446,141   408,538  

４．その他  2,246  2,246   2,246  

固定負債合計  2,541,094 10.7  3,959,093 15.4 △1,417,999  3,367,659 14.0

負債合計  7,878,698 33.3  8,130,787 31.6 △252,089  7,269,600 30.3

        

（少数株主持分）         

少数株主持分  － －  77,560 0.3   102,997 0.4

        

（資本の部）         

Ⅰ　資本金  － －  5,315,900 20.7   5,315,900 22.1

Ⅱ　資本剰余金  － －  7,794,074 30.3   7,794,074 32.4

Ⅲ　利益剰余金  － －  698,179 2.7   703,039 2.9

Ⅳ　その他有価証券評
価差額金

 － －  3,777,812 14.7   2,928,491 12.2

Ⅴ　為替換算調整勘定  － －  34,348 0.1   39,665 0.2

Ⅵ　自己株式  － －  △117,777 △0.4   △118,804 △0.5

資本合計  － －  17,502,538 68.1   16,662,365 69.3

負債、少数株主持
分及び資本合計

 － －  25,710,887 100.0   24,034,964 100.0

－ 6 －



当第３四半期連結会計期間末
（平成18年12月31日）

前第３四半期連結会計期間末
（平成17年12月31日）

対前年
同期比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本        

１．資本金 5,341,021 22.6 － － － －

２．資本剰余金 7,819,196 33.1 － － － －

３．利益剰余金 983,184 4.2 － － － －

４．自己株式 △307,233 △1.3 － － － －

株主資本合計 13,836,168 58.6 － － － － －

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券
評価差額金

1,673,454 7.1 － － － －

２．為替換算調整勘
定

39,479 0.1 － － － －

評価・換算差額等
合計

1,712,934 7.2 － － － － －

Ⅲ　新株予約権 49,750 0.2 － － － － －

Ⅳ　少数株主持分 152,280 0.7 － － － － －

純資産合計 15,751,133 66.7 － － － － －

負債、純資産合計 23,629,832 100.0 － － － － －

－ 7 －



(2）【四半期連結損益計算書】

当第３四半期連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日）

前第３四半期連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年12月31日）

対前年
同期比

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高  12,044,364 100.0  12,014,554 100.0 29,809  15,997,513 100.0

Ⅱ　売上原価  8,034,640 66.7  7,761,500 64.6 273,139  10,466,008 65.4

売上総利益  4,009,724 33.3  4,253,054 35.4 △243,329  5,531,505 34.6

返品調整引当金
繰入額

 36,082 0.3  94,777 0.8   29,607 0.2

差引売上総利益  3,973,642 33.0  4,158,277 34.6   5,501,897 34.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  3,294,032 27.4  3,284,730 27.3 9,301  4,447,100 27.8

営業利益  679,609 5.6  873,546 7.3 △193,936  1,054,796 6.6

Ⅳ　営業外収益           

１．受取利息 8,835   30,868    34,527   

２．受取配当金 916   930    930   

３．為替差益 114   23,037    24,038   

４．持分法による投資
利益

－   2,916    －   

５．その他 18,173 28,039 0.2 11,477 69,230 0.6  21,252 80,748 0.5

Ⅴ　営業外費用           

１．支払利息 10,260   18,906    22,824   

２．支払手数料 15,965   47,067    50,640   

３．新株発行費等 71   10,526    24,243   

４．持分法による投資
損失

41,469   －    25,498   

５．その他 5,043 72,810 0.5 4,173 80,674 0.7  5,512 128,719 0.8

経常利益  634,839 5.3  862,102 7.2 △227,263  1,006,826 6.3

Ⅵ　特別利益           

１．投資有価証券売却益 151,431   129,575    253,332   

２．貸倒引当金戻入益 2,785 154,217 1.2 8,723 138,298 1.1  － 253,332 1.6

Ⅶ　特別損失           

１．固定資産売却損 188   －    －   

２．固定資産除却損 5,666   －    25,159   

３．投資有価証券売却損 －   138,117    138,117   

４．投資有価証券評価損 34,133 39,987 0.3 － 138,117 1.1  79,937 243,214 1.5

税金等調整前四半期
(当期)純利益

 749,069 6.2  862,283 7.2 △113,214  1,016,944 6.4

法人税、住民税及び　
事業税

※２ 358,025   329,362    538,993   

法人税等調整額 － 358,025 3.0 － 329,362 2.8  △85,385 453,608 2.9

少数株主利益  36,768 0.3  28,225 0.2 8,543  53,781 0.3

四半期(当期)純利益  354,275 2.9  504,694 4.2 △150,419  509,554 3.2
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注記事項

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成18年12月31日）

前第３四半期連結会計期間末
（平成17年12月31日）

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

        1,397,734 千円 1,270,555千円 1,288,805千円

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日）

前第３四半期連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年12月31日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目

及び金額は、次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目

及び金額は、次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目

及び金額は、次のとおりであります。

荷造運賃     148,400千円

販売印税      127,321千円

広告宣伝費      187,404千円

役員報酬      263,714千円

給与手当及び賞与      975,493千円

賞与引当金繰入額      77,068千円

退職給付費用    40,227千円

減価償却費       71,173千円

のれん償却      147,469千円

商標権償却費       83,267千円

荷造運賃 159,029千円

販売印税 106,816千円

広告宣伝費 187,560千円

役員報酬 176,435千円

給与手当及び賞与 983,081千円

賞与引当金繰入額 90,255千円

退職給付費用 43,936千円

減価償却費 72,181千円

連結調整勘定償却額 146,306千円

商標権償却費 83,267千円

荷造運賃      200,655千円

販売印税      158,862千円

広告宣伝費      235,383千円

貸倒引当金繰入額       22,430千円

役員報酬      240,386千円

給与手当及び賞与    1,367,803千円

賞与引当金繰入額       92,475千円

退職給付費用       48,992千円

減価償却費      103,021千円

連結調整勘定償却額      194,275千円

商標権償却      111,023千円

※２．法人税等の表示方法 ※２．法人税等の表示方法 ※２．法人税等の表示方法

　当第３四半期連結会計期間における税金

費用については、簡便法により計算してい

るため、法人税等調整額は「法人税、住民

税及び事業税」に含めて表示しております。

同左 ─────
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日）

ＩＴ

（千円）

音楽

（千円）

デザイン

（千円）

医療

（千円）

その他

（千円）

計

（千円）

消去又は

全社

（千円）

連結

（千円）

売上高

(1)外部顧客に対する

売上高
4,948,215 2,430,324 1,221,179 3,247,447 197,197 12,044,364 － 12,044,364

(2)セグメント間の内

部売上高又は振替

高

57,665 59 72,336 － 533,992 664,054 (664,054) －

計 5,005,881 2,430,384 1,293,515 3,247,447 731,190 12,708,419 (664,054) 12,044,364

営業費用 4,763,011 2,168,761 1,218,538 2,786,084 759,943 11,696,340 (331,585) 11,364,754

営業利益

(又は営業損失)
242,869 261,622 74,977 461,363 (28,753) 1,012,079 (332,469) 679,609

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　　　２．各事業の事業内容と主な製品・サービス

(1）ＩＴ　‥‥‥IT分野に関するメディア及び関連サービス事業等

（主な製品・サービス）インターネットによるITニュースサービス・動画配信、雑誌、ムック、書籍、映

像製品等、システム開発、PCソフト等の仕入商品

(2）音楽　‥‥‥音楽分野に関するメディア及び関連サービス事業等

（主な製品・サービス）雑誌、ムック、書籍、映像製品等

(3）デザイン　‥デザイン分野に関するメディア及び関連サービス事業等

（主な製品・サービス）雑誌、ムック、書籍、映像製品等、Web等の受託制作

(4）医療　‥‥‥医療分野に関するメディア及び関連サービス事業等

（主な製品・サービス）国際医学新聞、医学学会・コンベンションの運営受託

　　　３．営業費用のうち,消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門

　　　　 等管理部門にかかる費用であり、当第３四半期連結会計期間は779,231千円であります。

 

前第３四半期連結会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年12月31日）

デジタルメ
ディア事業

（千円）

出版メディア
事業（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 1,950,023 10,064,531 12,014,554 － 12,014,554

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
138,335 14,740 153,076 (153,076) －

計 2,088,359 10,079,271 12,167,631 (153,076) 12,014,554

営業費用 2,037,566 8,601,726 10,639,292 501,715 11,141,008

営業利益 50,793 1,477,545 1,528,338 (654,792) 873,546
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前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

デジタルメ
ディア事業
（千円）

出版メディア
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 2,687,833 13,309,680 15,997,513 － 15,997,513

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高
183,708 25,053 208,761 (208,761) －

計 2,871,541 13,334,734 16,206,275 (208,761) 15,997,513

営業費用 2,812,844 11,512,168 14,325,012 617,704 14,942,716

営業利益 58,697 1,822,565 1,881,262 (826,465) 1,054,796

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の事業内容と主な製品・サービス

(1）デジタルメディア事業　‥デジタルメディアに主導されたコンテンツの発行及び関連する事業等

（主な製品・サービス）インターネットによるITニュースサービス、PCソフト等の仕入商品

(2）出版メディア　事業‥‥‥書籍・雑誌等のメディアに主導されたコンテンツの発行及び関連する事業等

（主な製品・サービス）書籍、雑誌、新聞、ビデオ等

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等

管理部門にかかる費用であり、前第３四半期連結会計期間は891,091千円、前連結会計年度は1,146,668千円

であります。

　（事業区分の方法の変更）

当期より事業の種類別セグメントの区分を従来のメディア形態に基づく事業区分「デジタルメディア事業」及び「出

版メディア事業」から、IT、音楽、デザイン、医療等の各専門分野毎の事業区分に変更しております。

　この変更は、マーケットをリードする専門メディアグループの形成を目標に掲げ、各専門分野においてクロスメディ

ア展開を軸に専門性の強みを発揮した優れたコンテンツ及びサービスの提供を行い、顧客満足度を高めることで、事

業の成長を図ることを経営の基本方針としたことによるものであります。

なお、この変更により前第３四半期連結会計期間及び前連結会計年度において当第３四半期連結会計期間の事業区

分によった場合の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。

 

前第３四半期連結会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年12月31日）

ＩＴ
（千円）

音楽
（千円）

デザイン
（千円）

医療
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社

（千円）

連結
（千円）

売上高

(1)外部顧客に　

対する売上高
4,893,493 2,421,520 1,265,709 3,187,548 246,283 12,014,554 － 12,014,554

(2)セグメント間

の内部売上高

又は振替高

28,372 1,711 40,509 － 521,268 591,862 (591,862) －

計 4,921,865 2,423,231 1,306,219 3,187,548 767,552 12,606,417 (591,862) 12,014,554

営業費用 4,398,378 2,144,002 1,139,227 2,836,358 794,874 11,312,840 (171,832) 11,141,008

営業利益

(又は営業損失)
523,487 279,229 166,992 351,189 (27,321) 1,293,576 (420,029) 873,546
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前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

ＩＴ
（千円）

音楽
（千円）

デザイン
（千円）

医療
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社

（千円）

連結
（千円）

売上高

(1)外部顧客に　

対する売上高
6,291,446 3,283,377 1,664,229 4,456,707 301,753 15,997,513 － 15,997,513

(2)セグメント間

の内部売上高

又は振替高

40,791 5,655 55,099 － 702,484 804,031 (804,031) －

計 6,332,237 3,289,032 1,719,328 4,456,707 1,004,238 16,801,544 (804,031) 15,997,513

営業費用 5,900,693 2,962,931 1,505,081 3,841,169 1,043,475 15,253,351 (310,634) 14,942,716

営業利益

(又は営業損失)
431,543 326,101 214,246 615,537 (39,236) 1,548,193 (493,396) 1,054,796

（注）営業費用のうち,消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等

　　　管理部門にかかる費用であり、前第３四半期連結会計期間は844,930千円、前連結会計年度は1,085,334

　　　千円であります。

　　　（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成18年４月１日
　至　平成18年12月31日)

前第３四半期連結会計期間
(自　平成17年４月１日
　至　平成17年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 42,591.33円

１株当たり四半期純利

益金額
967.01円

潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額
967.00円

１株当たり純資産額 47,558.93円

１株当たり四半期純利

益金額
1,376.18円

潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額
1,365.33円

１株当たり純資産額 45,236.57円

１株当たり当期純利益

金額
1,346.70円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
1,337.16円

－ 12 －


